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 東日本大震災後に発生した電力供給量の不足は，我が国の市民生活や企業活

動に短期・長期の様々な影響を及ぼしている．特に，2011 年の夏場において，

東北ならびに関東地域では電力不足が深刻な状態となった．これに対し，各企

業は生産の前倒し，休日へのシフトの変更，省エネ型の電灯への更新などの様々

な対応を行うことで，ピーク需要の削減に関する目標を達成した．本研究では，

この種の適応行動の効果を電力不足に対する抵抗・回復能力（レジリエンス）

の観点から整理するとともに，短期・長期でレジリエンスがどのように変化し

たかを各企業の報告事例，生産量，電力需要統計データ等に基づき分析する．

さらに，防災公共政策の観点から，社会的なレジリエンスを高めるためのいく

つかの政策について考察を行う． 
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